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は じめに

社会福祉の世界では、近年、「自立」 とい う言葉が多用 され ているのではないか、 とい う印象

がもたれる。そ こで、本稿では、その実態や背景、またその意味について考察す ることを企図す

る。

1法 律の条文に見 られ る 「自立」とい う言葉

1)1997年6月 に改正された児童福祉法

この折の改正の柱は、保育所の利用制度の導入の他 に、児童福祉法が戦後作 られてか ら、

一度 も手 をつけ られ て来なかった
、「児童福祉施設 の再編」 と主張 された。その再編で、い

くつかの児童福祉施設の設置 目的 と施設名称が改められた。

① 母子寮:「 母子寮は、配偶者のない女子叉はこれに準ず る事情にある女子及びその者の

監護すべき児童 を入所 させて、これ らの者 を保護することを目的 とする施設 とす る」(児

童福祉法第38条)と 規定 され ていたのが、施設名称が母子生活支援施設に改められ、「母子

生活支援施設は、配偶者のない女子叉はこれに準ず る事情にある女子及びその者の監護す

べき児童 を入所 させて、 これ らの者 を保護す るとともに、これ らの者 の自立の促進のため

にその生活を支援す ることを 目的 とす る施設 とす る」(児 童福祉法第38条)と 改正された。

「とともに、これ らの者の 自立の促進のためにその生活を支援すること」が加 えられた。

② 養護施設:「 養護施設 は、乳児を除いて、保護者のない児童、虐待 されてい る児童その

他環境上養護 を要す る児童 を入所 させて、 これを養護することを目的 とする施設 とす る」

(児童福祉法41条)で あったが、名称 が児童養護施設に改め られた。その 目的は、「児童養

護施設は、乳児を除いて、保護者のない児童、虐待 されている児童その他環境上養護 を要

す る児童 を入所 させて、これ を養護 し、あわせてその 自立を支援す ることを 目的 とす る施

設 とす る」(児 童福祉法41条)と され、「あわせ てその 自立を支援す ること」が加 え られ た。

③ 教護院:「 教護院は、不良行為 をな し、叉 はなす虞れのあ る児童を入院 させ て、 これを

教護す ることを目的 とす る施設 とする」(児 童福祉法第44条)と されていたが、施設名称が、

児童 自立支援施設 と改 められて、「児童 自立支援施設は、不良行為をな し、叉はなすおそ

れのある児童及び家庭環境その他環境上の理由により生活指導等を要す る児童 を入所 させ、

叉は保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応 じて必要な指導を行い、その自立を

支援することを目的 とする施設 とす る」(児 童福祉法第44条)と 大きく書 き加え られた。



また、教護院に関 しては、政令である児童福祉法施行令に、児童福祉施設では唯一規定

されているが、そ こでの教護、教母の職名が(施 行令第10条 第2項)、 この法改正にとも

な う施行令改正で、それ らの職名がなくな り、児童 自立支援専門員 と児童生活支援員が登

場 した。改正前の施行令では、「教護は、児童の教護をつかさどる」(児 童福祉法施行令第

10条 第4項)、 「教母 は、児童の保護 をつか さどる」(同 第5項)と 書かれていたが、改正

後の施行令では、「児童 自立支援専門員は、児童の 自立支援をつかさどる」(児童福祉法施

行令第36条 第3項)、 とされ 、「児童生活支援員は、児童の生活支援 をつかさどる」(同4

項)と 規定 された。

また、この改正で、児童の在宅サー ビスが法定化 され、以前か ら民間で取 り組まれてい

た施設退所後の子 どもたちへの支援事 業 として、第6条 の2に 、児童居宅生活支援事業が

明記 され、その事業の1つ が、「児童 自立生活援助事業」 と名付 けられている。

同法同条第6項 に、「児童 自立生活援助事業 とは、第27条 第9項 の措置に係 る者につ き

同項に規程す る住居 において同項 に規程す る日常生活上の援助及び生活指導を行 う事業を

い う」 と記 され ている。

2)1997年12.月 に成立 した介護保険法

この法律 の第1条 に、「…これ らの者がその有す る能 力に応 じ自立 した 日常生活を営む こ

とができるよ う、…国民の共同連帯の理念 に基づき介護保険制度を設 け、…もって国民の保

健医療の向上及び福祉の増進 を図 ることを目的 とす る」 と記 されている。 「自立 した日常生

活」 と。

3)2000年6月 に公布 された社会福祉法

この法律の第3条 に、 「福祉サー ビスは、個人の尊厳の保持 を旨とし、その内容は、福祉

サー ビスの利用者が心身 ともに健やかに育成 され、叉はその有す る能力に応 じ自立した 日常

生活 を営むことができるように支援す るもの として、良質かつ適切なものでなければな らな

い」 と述べ られている。

4)2002年8月 に公布 された、ホーム レスの 自立の支援等に関する特別措置法(ホ ーム レス支

援等法と略記 される場合がある)

この法律の 目的をあげれば、「自立の意思があ りなが らホームレス となることを余儀な く

された者 が多数存在 し、健康で文化的な生活 を送 ることができないでいるとともに、地域社

会 とのあつれ きが生 じつつある現状 にかんがみ、ホーム レスの 自立の支援 、ホームレスとな

ることを防止す るための生活上の支援等 に関 し、国等の果たすべき責務を明 らかにす るとと

もに、ホーム レスの人権に配慮 し、かつ、地域社会の理解 と協力を得つつ、必要な施策を講

ず ることによ り、ホーム レスに関す る問題の解決に資することを目的 とす る」(ホ ームレス

支援等法第1条)と 述べ られている。

この法律について、 もう少 し見てゆくと、法律の名称に、「自立の支援」 とい う言葉が登



場 したこと。次に、この法律で言 う 「自立」、「自立支援」 とは何か と問 うと、第3条 第2項

の条文に、「ホームレスの 自立の支援 に関す る施策については、ホーム レスの自立のために

は就業の機会が確保 され ることが最 も重要であること…」 とあ り、また、第8条 第2項 第2

号に 「ホームレス支援事業(ホ ーム レスに対 し、一定期間宿泊場所を提供 した上、健康診断、

身元確認並びに生活に関する相談及び指導を行 うとともに、就業の相談及びあっせん等 を行

うことに より、その自立を支援する事業をい う)」 とある。 この ことか ら、 自立支援 は、就

業への支援 と理解 され る。

5)2002年 に改正され、本年4月 施行 された、母子及び寡婦福祉法

この法律では、改正前の母子相談員 とい う職名が、母子 自立支援相談員に改められた(母

子及び寡婦福祉法第8条)。 ただ、改正前の母子及び寡婦福祉法での母子相談員の業務が、

同法第7条 に 「…身上相談に応 じ、その 自立に必要な指導 を行 う等 …」 と記 されているので、

「自立」 とい うは、2002年 に初めて母子及び寡婦福祉法に登場 した訳ではない。 もう少 し見

ると、業務内容に、相談 と自立の指導の2つ があったけれ ども、相談 よりも今後は自立に、

業務の力点を置 くよ うにとも取れ る。 あるいは、実態 としての業務内容に合わせたとも主張

され るか もしれない。 しか し、なぜ今 なのか。米国のク リン トン政権時代に変わった、公的

扶助制度の影響があるのかもしれ ない。先のホーム レス支援等法の就業支援の点でも。

6)1990年6月 に改正 された身体障害者福祉法

第3条 第1項 の 「国及び地方公共団体は、…身体障害者に対す る更生の援助 と更生のため

に必要な保護の実施に努めなけれ ばな らない」 とあったのが、「…身体障害者の 自立 と社会

経済活動への参加を促進す るための援助 と必要な保護(以 下 「更生援護」 とい う。)を 総合

的に実施するように努 めなければな らない」 に改正 された。 なお以前は、「社会活動への参

与」 とい う字句であった。 「自立と社会経済活動への参加」に変わった。

では、身体障害者福祉施設の名称は変わったか とい うと、1997年 改正の児童福祉法 とは異

なって変わっていない。施設の 目的の条文 も変わっていない。 カ ッコ書きの 「更生援護」 と

い う文字を入れたことが作用 している と考 えられる。 あるいは、施設名称を残す、施設 目的

の 「更生」を残すため、「自立」や 「参加」ではなく、書 き加 えられたのかもしれない。

7)1995年 に制定 された、精神保健及び精神障害者福祉 に関す る法律(精 神保健福祉法)

この精神保健福祉法 と略記 され る法律は、かつて精神衛生法 と呼ばれていた ものに、社会

復帰 とい う考え方を入れて、1987年 に精神保健法 と改正 されたものが、 もとである。95年 の

改正では、精神障害者 とい う名称 とそ う名付けられ る人が、社会福祉の対象であることを、

法律の名称で、明確 に表 したものである。

この精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 では、精神保健法第1条 で 「…精神障害者

等の医療及び保護を行い、その社会復帰を促進 し、並びにその発生を予防その他…」と書か

れているのが、「…精神障害者の医療及び保護 を行 い、その社会復帰の促進及びその 自立 と



社会経済活動への参加を促進するために必要な援助 を行 い、並びに…」 と改められた。2条 、

3条 、4条 に も、 「社会復帰の促進及びその 自立 と社会経済活動への参加 を促進」とい う言

葉が出てくる。 さらに、この法律で、新 しく法定化 された、精神障害者の社会復帰施設の規

程の条項には 「自立」が うたわれている。

第50条 の 「都道府県は、精神障害者の社会復帰の促進及び自立 と社会経済活動への参加の

促進 を図るため、精神障害者社会復帰施設を設置す ることができる」 と。また、社会復帰施

設の種類では、50条 の2第4項 で 「精神障害者福祉ホームは、…その者の社会復帰の促進及

び 自立を図ることを目的 とす る施設」 と規定 している。授産施設 では、 「雇用 されることが

困難 な精神 障害者が 自活す ることが できるよ うに、…」(第50条 の2第3項)と あ り、「自

活」 とい う言葉が使 われている。 また、2002年3月 までの精神障害者地域生活援助事業(53

条の3)と02年4月 施行の精神障害者居宅生活支援事業(53条 の3)に も、「自立の促進」

が出て くる。

以上述べた社会福祉の法律にかかわる事象の動向か ら、近年 「自立」 とい う言葉が多用 され

ていると判断 され る。 さらに、その特徴 としては、法律の条文に、「自立」 とい う言葉が多 く

登場 したこと。 また、施設 の 目的に、 「自立の支援」、 「自立の促進」が法文上明記 されたこと

である。

ただ し、詳細 に見る と、ホーム レス支援等法は、「議員立法」である。上記の児童福祉法 と

母子及び寡婦福祉法の改正は、厚生省(厚 生労働省)立 案の 「行政立法」である。作成者が違 う

ので、意図が違 うと言える場合 もあるが、作成者が違 って も、「自立」とい う言葉が使われて

いることが特徴である。

2「 自立」という言葉の登場

「自立」 とい う言葉 を、第2次 大戦後からの社会福祉 の世界で見た場合、1950年 成立 ・公布

で、現行の生活保護法が最初である。

生活保護法の第1条 に、「この法律は、 日本国憲法第25条 に規定す る理念 に基づき、国が生

活に困窮す るすべての国民に対 し、その困窮の程度に応 じ、必要な保護 を行いヽその最低限度

の生活を保障す るとともに、その自立 を助長す ることを目的 とする」と記 されている。

この 「自立を助長す る」意味について、立法者 の小山進 次郎は、 「公私の扶助を受 けず 自分

の力で社会生活に適応 した生活を営む ことのできるように助け育てて行 くことである」 と説明

している。1)

1950年 の生活保護法に次いで、やや間隔が空 くが、1964年 の母子福祉法第4条 に、「母子家

庭の母 は、みずか らすすんでその自立を図 り、家庭生活の安定 と向上に努めなければな らな

い」 と記 された。 さらに、1970年 に制定 された心身障害者対策基本法の第6条 第2項 に、「心身

障害者の家庭にあっては、心身障害者の 自立の促進に努めなければな らない」 と書かれた。2)



これ らの こ とか ら分 か る よ うに、 「自立」 とい う言葉 は 、以前 か ら用 い られ て きた。

しか し、 「自立」 とい う言 葉の 多用 は、近 年の特 徴 では ないか と考 え る。

3「 自立」 が 多用 され る背景 、意 味

前 出の1997年 成 立 の介 護保 険法 には 、見 た よ うに 、 「自立」 とい う言葉 だ けで な く、 「国民の

共 同連帯 の理念」 とい う言葉 が使 われ てい る。 介護保 険 を社会保 険 と考 え る と、 同 じ社会保 険

の仲 間の 、健康保 険法や 国 民健康保 険 法 には、 たび たび改 正 され てい るが、 そ して、言 うまで

もな く、 あ る種 「連帯 」、 「協 同」 の理念 の 具現化 で あ る社 会的 制度 で ある に もか かわ らず 、そ

うした表現 は取 られ ていな い。 ただ し、国 民年金 法 では 「国民 の共 同連帯 」 とい う言葉 は使 わ

れ てい る。

介 護保 険法 は 、 「自立」 と 「連 帯」 が強 調 され た が、過 去 に 、類似 した言 葉 を法律 の 条文 に

あ げた法律 が存在 す る。 老人 医療 費無料 制度 の 見直 しか ら、立 法化 され た老人保 健 法が それ で

あ る。1982年 成 立 の この法 律 の第2条 に 、 「国 民 は 、 自助 と連 帯 の精神 に基 づ き、 自ら加齢 に

伴 って生 じる心身 の変化 を 自覚 して常 に健康 保持 増進 に努 め る と ともに、老 人の 医療 に要す る

費用 を公 平 に負 担 す る もの とす る」 と述 べ られ た。 この 老 人 保健 法 で は 、 「自助 と連 帯 の 精

神 」 と書 かれ た。 この法律 が成 立 した経 緯 は 、 「費用 の か さむ 老 人 医療 費の 見直 し」 が理 由の

1つ であ った。

今 、手 近 な国語 辞典 を引け ば 、 自立 とは、 「他 か らの支 配や 援 助 を受 けず 、 自分 の力 だ けで

物事 を行 うこと」、 自助 とは 、 「他 人の 力 に頼 らず に 、 自分 の力 だ けで物 事 をな しとげる こ と」

と出 てい る。3)自 立 と 自助 は、 日常 の世界 の言葉 と して は同義 と受 け取 られ る。

なお 、先 にみた 身体障 害者福 祉 法で は、1984年 の改 正 で、第3条 第2項 の 「国 民 は、身体 障

害者 がそ の障 害 を克服 し、社会 経 済活 動 に… 」 とい う条 文 に、 「国 民は 、社 会連 帯 の理念 に基

づ き、」 とい う言葉 が挿入 され た。

この2つ の事象 は、1980年 代 に入 ってで あ る。

時代 背景 と して は、1973年 の石 油危機 を契機 と して、 「財 政逼 迫 」、経 済運 営 の見直 し、新 自

由主義 、新保 守主 義が 主張 され 、それ を政 治 ス ロー ガ ンに した政権 が登 場 した時 代 であ る。 英

国 の サ ッチ ャー 政 権 、 米 国 の レー ガ ン政 権 、 日本 で は 、 中 曽根 政 権 。 政 策 手 法 と して は 、

privatisation(民 営 化 、私企 業化)とderegulation(規 制緩 和)が 取 られ た。4)

現 在の 日本 の政 権 は再び 、新 自由主 義 、規制 緩和 や民 営化 を唱 え、 実行 に移 しつ つ ある。

市場 中心主 義(市 場原 理 主義)5)で は、 国家 で はな く、市 場 が解決 して くれ る と考 える。個

人や 家庭 が抱 え る問題 の解決 は 、個人 や家 庭 で、 あ るい は市 場 で解 決 を図 る もの とされ る。故

に、 「自助 」、 「自立 」が 喧伝 され な けれ ば な らない。 これ ま であ る程度 国 家 が解 決 して くれ る

との期待 があ ったか も しれ ない の で、そ の認識 を改 め させ るた め に も、喧 伝 され な けれ ば な ら

ないか らであ る。



4残 されたいくつかの課題

ここまで、1950年 の生活保護法で出 され た 「自立」 とい う言葉が、近年再び使用 されるよ う

になった こと、 しか も頻繁に用い られるようになった。その背景 と意味については、イデオロ

ギー としての、市場中心主義(市 場原理主義)の 主張があることと述べてきた。 これ も仮説だ

が、1973年 の石油危機を契機 として、経済 システムとしての資本制が新 しい段階に入ったので

はないか。そ して、これが もっと大きな背景 と考えている。

2つ めとして、1997年 改正の児童福祉法以前の、児童福祉施設の中で、精神薄弱児施設、精

神薄弱児通 園施設 、盲ろ うあ児施設 、肢体不 自由児施設の施設の 目的に、「独立 自活 に必要

な」 とい う言葉が入 ってい ることである。精神薄弱児施設 と精神薄弱児通園施設については、

「…これを保護するとともに、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的 とする施設」と

するとされ、盲ろ うあ児施設では、「…これ を保護するとともに、独立 自活に必要な指導叉は

援助をす ることを 目的 とする施設」 とされ、肢体不 自由児施設では、「…治療するとともに、

独立 自活に必要な知識技能を与 えることを 目的とす る施設」 とされている。

「自立」よ りこの 「独立 自活」とい う言葉の方が、語義、語感 は強い と思われる。なぜ この

「独立 自活」が、1997年 の法改正で、他の施設に採用 されず、「自立」が採用 されたのか。法

制定当時の 「独立 自活」 とい う言葉が使 われた、それ らの児童福祉施設が、退所後の子 どもた

ちに 「独立 自活」の生活が送れるように、在所中に処遇 してきたのか。現在 もされているのか。

こ うしたことを検証 ・総括 しないでの、 「児童福祉施設の再編」ではなかったのか。そ して、

障害児施設へ の支援費導入の現在、それでいいのか。身体障害者授産施設は、 「…職業を与え、

自活 させ る施設」(身 体障害者福祉法第31条)と す るとされているが、 これについても、そ う

なのか。

3つ め として、2002年 のホーム レスの自立の支援等に関す る特別措置法をめぐる疑問である。

現行の生活保護法が、ホーム レス と言われ る人たちを 「住所不定者」 と名づけ排除 してきたこ

とは、法の趣 旨に反 したことを厚生省 を始めとす る行政が し続 けてきた ことであ り、生活保護

法での解決をあくまでも求めてゆ くべきだったのでは。 もちろん、困窮の深刻 さとその救済の

緊急性 とい うことか らす ると、生活保護法の行政解釈の変更を待てなかったことは理解できる

が、これはやは り、生活困窮者に2つ の集団分けを持ち込んだことになり、 さらには生活困窮

者に 「救済価値 のある人」 と 「救済価値のない人」 とい う2分 法をもた らすのではないかと危

惧 される。 「自立の意思のある者」 と 「自立の意思のない者」 との2分 法に。

ホーム レス支援等法によるホームレス 自立支援施設 よ りも、生活保護法に規定 された、宿所

提供施設への入所であろ うし(「宿所提供施設 は、住居のない要保護者の世帯に対 して、住宅

扶助 を行 うことを目的 とす る施設」生活保護法第38条6項) 、字義か らす ると、更生施設への

入所で(同 法第38条3項)、 施設最低基準の規定か らも、そ うであろ う。 「救護施設、更生施設、



授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する最低基準」(厚 生省令)第20条 に、「更生施

設は、被収容者の勤労意欲 を助長す るとともに、被収容者が退所後健全な社会生活 を営むこと

ができるような被収容者各人の精神及び身体の条件に適合す る更生計画を作成 し、これに基づ

く指導を しなければな らない」 と定め られ てい る。 「勤労意欲の助長」 と 「健全な社会生活 を

営む」ことである、,

さらに、生活保護法に規定す る施設 目的か らすると、「自立の助長」 を目的 とす る授産施設

への入所であるべきだ。授産施設は、同法第38条5項 に 「身体上若 しくは精神上の理由叉は世

帯の事情によ り就業能力の限 られている要保護者に対 して、就労叉は技能の修得のために必要

な機会及び便宜を与えて、その 自立を助長す る ことを目的 とす る施設」 と規定 されている。

「就労の機会」を与えて 「自立の助長」を図る とい う点では、ホーム レスの 自立支援 と変わ ら

ないのでは。 また、施設最低基準の授産施設の規定か らも、「授産施設は、利用者に対 し、作

業を通 じて 自立のために必要な指導 を行わなければな らない」(第27条)と されていることか ら

も、授産施設への入所であるべ きだ。

他方で、現実に、生活保護施設が、今述べた施設 目的にそった施設 として運営されてきたの

か、 目的に合致 した効果を上げてきているのか、検証 ・評価 されなければな らないが。また、

更生施設や授産施設が、例えば、白沢久一の展開す る 「生活力の形成」6)の場 として機能 して

きたのか、あるいは、スター トし始めたホームレス 自立支援施設が、「生活力の形成」の場 と

して機能するのか、検証 し、注視 しなけれ ばな らない。

4つ めとして、近年多用 されている 「自立」 とい う言葉は、何処か ら来ているのかとい う問

題で ある。 結論的には、戦後の生活保護 法で言われ た 「自立」 に近年多用 され る新 しい 「自

立」が加わったものと理解 したい。 この近年多用 され る新 しい 「自立」概念の使用の代表的な

例 は、先に言及 した1990年 の身体障害者福祉法改正で導入 された 「自立」である。 この 「自

立」は、1982年3月 に厚生大臣に答 申された身体障害者福祉審議会による 『今後における身体

障害者福祉を進 めるための総合的方策』で主張 された考えを踏まえている と考 えられる。 この

答 申での 「自立」は、その前文、本文の内容か ら、米国での 自立生活思想 と日本でのそれ を取

り入れた自立生活運動での思想 と理解 され る。7)

では、その後の近年使用 されている 「自立」は、この身体障害者福祉法の 「自立」 と同 じな

のか とい う疑問である。単純に同 じと言 えないのではとい うが、ここでの主張である。

先にみた2000年6月 の社会福祉法に関 して、その法律のコンメンタール と考えられ る 『社会

福祉法の解説』 では、「従来は、『福祉 サー ビスを必要 とす る者』 は、… 『援助、育成叉は更

生』 されるべき対象であったが、福祉サー ビスの 『利用者』は、自らの意思 と選択により 『自

立』 していく主体 としてとらえることとな り、福祉サー ビスは、利用者の 自己決定による 『自

立』 と 『支援』す るものでなければならない となるのである。 自己決定による自立とは、自ら

の意思に基づいて本人 らしい生き方を選択す るもの とい える」8)と解説 され てい る。 「自己決



定 に よる 『自立』」 とい う考 え方 は 、障 害者 の 自立生 活思想 と同 じで あ る。 しか し、 この 「自

立」 が明文 化 され たの は、社 会福 祉法 で 、 この 法律 は、市場 によ るサー ビスの購 入 を整備す る

た めに 立法化 され た側 面 を もつ。 しか も、市 場 での購 入 な らば、 「消費者 」 で、消 費者 保護 法

の対 象 にな るべ きだが 、 「利 用 者 」 とされ た。 社会 福祉 の世 界 で は 「利用 者」 が一般 的 と言 え

ない こ とは ないが 、 「新 しさ」 と 「曖 昧 さ」 の2つ の面 を もって いる。

「利 用 者」、 「自立 」、 「福祉 サー ビスの利 用者 の 自立 」 とい う考 えの使用 には 、三浦文夫 の影

響 が大 きい ので はな いか と考 え る。9)市 場 原理 主義(新 自由主義)の イデ オ ロギー と して の 自

助 の主張 もある と思 われ る。 これ は、 資本制(資 本 主義)成 立に ともな っていわれ た 「自助」

と共通 す る もの であ る。 つ ま り、 資本制 の求 め る生活 自己責任 の原則 を表 わ した もので ある。

結 論 と しては 、近 年 多用 され て い る 「自立」 とい う言 葉 は 、 日本 で戦後 言 われ て きた 「自

立」 に、 新 しい 「自立 」 が加 わ った もの、 「二重 構造 」 の 「自立 」概 念 で はな いか。そ して、

これ は、場 合 に よって は、 旧来 の 「自立 」 が顔 を出す特 徴 を もつ言葉 では ない だろ うか。10)故

に、生存 権 と同様 、絶 えず 、そ の意味 、 その 実現 を問い続 けて いか なければ な らない もではな

い か。 例 えば 、特 に、 「ホ ー ム レス」 の 自立 支援 に関 して は 、 ソー シャル ワーカー とい う援 助

者 の力量 、援助 技術 の質 が 問われ て くるので はない だ ろ うか。
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